
 

独立行政法人等の役員に就いている 

退職公務員等の状況等の公表について

 

「特殊法人等整理合理化計画」（平成１３年１２月１９日閣議決定）及び「公務員制度改革

大綱」（平成１３年１２月２５日閣議決定）に基づき、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理

機構の役員に就いている退職公務員等の状況等を公表するものです。 

 

（令和８年４月１日現在） 

役　職 氏　名 就任年月日 経　　　　歴

理事長 青木 健至 令和8年4月1日 平成元年 4月　防衛庁入庁 

令和 2年 1月　防衛省地方協力局次長 

令和 4年 7月　防衛省大臣官房報道官 

令和 5年 7月  防衛省大臣官房 

政策立案総括審議官 

令和 6年 7月  防衛省人事教育局長 

令和 7年 8月　防衛省退職            

理　事 高橋  祐一　 令和8年4月1日 平成 5年 4月　防衛庁入庁 

(再任) 平成元年 7月　内閣官房内閣参事官 

平成 3年 7月　防衛大学校総務部 

教務課長 

令和 4年 8月  防衛省情報本部

理　事 坂川　健太郎 令和6年10月1日 昭和60年 4月　防衛施設庁入庁 

（非常勤） (再任) 平成29年 4月　独立行政法人駐留軍等 

　　　　　　　労働者労務管理機構 

　　　　　　　総務部会計課長 

令和元年 7月　近畿中部防衛局総務部長 

令和 3年 4月　独立行政法人駐留軍等 

　　　　　　　労働者労務管理機構 

　　　　　　　労務部長 

令和 4年 3月　防衛省退職


